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　また，自民党内では有力な派
は

閥
ばつ

が資金力を背景に首相の座をめ
ぐって互いに争い，中選挙区制

➡p.70
においては各選挙区でそれぞれの

派閥を代表する自民党候補が互いにしのぎをけずった。派閥とは
一種の「党

とう

内
ない

党
とう

」であり，政策的な違いとともに人脈の違いによっ
て分かれていた。派閥は政治家の発掘や養成，政治資金の獲得な
どの役割も果たし，派閥中心の政治は，党内に多様な意見の存在
を可能にした面もあるが，同じ政党内で選挙を戦うため，有権者
への「サービス合戦」につながる傾向もあった。そのため，多額の
政治資金が必要となり，カネによって政治が動かされる金権政治
の面が出てきた。その結果，ロッキード事件

1976年
，リ
1988年
クルート事件，

佐
さ

川
がわ

急
1992年

便事件といった金権汚
お

職
しょく

事件が発生することになった。一
方で社会党は，党内対立などから議席数はあまり伸びなかった。
　このように自民・社会両党で党内対立が強かったことにより，
政党間の競争を基本に政策選択と政権選択とを合わせて考えると
いう政党政治の基本があいまいになった面もある。一方で，党内
対立という形で多様な勢力が競い合った面もあり，自民党内の派
閥間の政権移

い

譲
じょう

（「擬
ぎ

似
じ

政権交代」）も，政治に一定の緊張感を与え
た。しかし，冷戦が終わり

➡p.186
，日本の政治を取り巻く環境が大きく

変化していくなかで，55年体制の基
き

盤
ばん

は徐
じょ

々
じょ

にゆらいでいった。

4 ❺

❻

連立政権の
時代

1960年代末以降，55年体制を打開するため，
社会党を中心に他の野党を巻き込んで連立政

権を樹
じゅ

立
りつ

しようとする試み（「社公民路線」）がさまざまな形で行わ
れた。1993年，宮

みや

沢
ざわ

喜
き

一
いち

内
1991〜93年

閣に対する不信任決議案が可決され，
自民党が分裂し，衆議院議員総選挙を経て，「非自民」連立政権と
して細

ほそ

川
かわ

護
もり

熙
ひろ

内
1993〜94年

閣が成立した。これをきっかけに日本の政党政治
は単独政権から連立政権の時代に入った。細川内閣は選挙制度改
革を中心とする政治改革を行った。1994年には，社会党の村

むら

山
やま

富
とみ

市
いち

を首相とする連
1994〜96年
立政権に加わる形で自民党は政権に復帰した。

　1990年代後半には，バブル経
1991年

済崩
ほう

壊
かい

後の日本経済の停
てい

滞
たい

と金
融システム不安の深刻化とともに，経済成長に頼っていた戦後の
日本社会のあり方を改めるという課題が浮上した。行政の無駄を
省く行政改革

➡p.55
が行われる一方で，高齢化が急速に進行するなか，

国民の負担増の問題を先送りすることもできなくなった。
　2000年前後から，自民党は公明党との連立を軸に政権を担った。
小
こ

泉
いずみ

純
じゅん

一
いち

郎
ろう

内
2001〜06年

閣は政府によるサービスの一部を民営化するなどの
「構造改革

➡p.124
」路線を打ち出した。これは自民党を，利益誘導を行う

政党から「小さな政府
➡p.85
」をめざす政党に変えようとする動きでも

あった。「郵政民営化
➡p.124
」をテーマに2005年の衆議院議員総選挙で

自民党は圧勝したが，2007年以降は参議院では野党が多数とな
る「ねじれ現象」により，内閣提出の重要法案の参議院での否決な
どが相

あい

次
つ

ぎ，短命な内閣が続いた。
　「構造改革」路線に対しては，急激な改革が格差の拡大をまねい
たなどの批判もあり，2009年の衆議院議員総選挙の結果，民主
党を中心とした鳩

はと

山
やま

由
ゆ

紀
き

夫
お

内
2009〜10年

閣が成立し，政権交代が実現した。
しかし，2010年の参議院議員通常選挙後に再び「ねじれ現象」が
生じた。その後，マ

manifesto
ニフェスト（政権公約）で明示した政策の実現

に失敗したことや，東
2011年
日本大震災・原発事故への対応などについ

て，民主党などの政権運営への不満が高まった。そして，2012
年に野

の

田
だ

佳
よし

彦
ひこ

内
2011〜12年

閣は2014年からの消費税
➡p.116
引き上げを自民党・公

明党と協力して決定したが，2012年の総選挙で民主党は惨
ざん

敗
ぱい

し，
再び自民党と公明党の連立による第

2012〜20年
二次安

あ

倍
べ

晋
しん

三
ぞう

内閣が成立した。
それ以降，「一強多弱」といわれるほど野党の勢力が弱く，自民党
内でも首相のリーダーシップが強くなり，集権化が進んだ。

❼

5

6

7

7政権交代を報じる新聞記事
（上：2009年，下：2012年）5衆議院議員総選挙の得票率と議席数　　　小選挙区と比例代表とで得票率に大きな差があるのはなぜだろうか。

❼�社公民路線　社会党が公明党，民
社党に働きかけたことから，この
ようによばれた。

4田
た

中
なか

角
かく

栄
えい

元首相の逮
たい

捕
ほ

を報じ
る新聞記事（1976年）　アメリカ
のロッキード社による航空機売
り込みに際し，日本政府の高官
に巨額の贈

ぞう

賄
わい

がなされていたこ
とが発覚した。

❺�リクルート事件　リクルート社が
有力政治家や政府官僚らへ未公開
株を賄

わい

賂
ろ

として譲
じょう

渡
と

したことが発
覚し，当時の竹

たけ

下
した

登
のぼる

首相は退陣に
追い込まれた。
❻�佐川急便事件　東京佐川急便によ
る贈収賄事件で，自民党の有力政
治家が辞職した。

6細川政権下の政治改革
細川政権下の政治改革には

どのような長所と課題があった
だろうか。

選挙制度改革
①公職選挙法改正など
・	中選挙区制を廃

はい

止
し

し，
	 小選挙区比例代表並立制を導入
・	小選挙区300議席，
	 比例代表200議席
・	比例代表は全国11ブロック

政治資金規正改革
②政治資金規正法改正
・	政治家個人への
	 企業団体献

けん

金
きん

を禁止
	（企業団体献金の対象を
	 政党と政治資金団体に限定）
③政党助成法制定
・		税金から政党へ
	 政党交付金を支出
	（国民一人あたり250円）

0 20 40 60 8010 30 50 70 90 100％
得票率

223

自由民主	286（議席数）

新生	55 51

公明	45

704

社会	136

15

共産	16 11

30

239

233 保守	7 127 19 20 21

237 保守新 	4	 177 9 136

296 国民新党	4 113 9 207

119 みんなの党 308 97 8

8957294 6

日本維新の会

18

12

5

131

31

34

公明	31

さきがけ	13

社民連	4

社会民主

15

諸派・無所属

26 10新進	156 15

2

2

1

1

291 21

281

261

191

11

41

民主
73

96

14828

国民民主党11

835

24

次世代の党	2

26	29

32

生活の党	2	

日本未来の党	

321

2

2

2021.10.31
（465名）

2024.10.27
（465名）

10
3

9

10

参政

38 8 3
15

れいわ新選組

＊1996年以降のグラフは,上が小選挙区,下が比例代表の得票率を表す
1990.2.18
（512名）
1993.7.18
（511名）

1996.10.20
（500名）
2000.6.25
（480名）
2003.11.9
（480名）
2005.9.11
（480名）
2009.8.30
（480名）

2012.12.16
（480名）

2014.12.14
（475名）

2017.10.22
（465名）

日本維新の会
54

維新の党
41

希望の党
50

立憲民主
54

自由		22

民社
14

日本新
35

民主	52

5

10

15

20

25

30

5

10

15

68 第�1�章　現代日本の政治 69�4�節　現代政治の特質と課題

政経_1-1-4_P066-077_R7_1108.indd   68-69 2024/11/11   17:31

番号11

番号 12

番号 9

番号11

番号 10

番号 12



別紙　　　2 図書の記号・番号 政経 701別紙　　　

番号 訂正文

9
10
11
12

　また，自民党内では有力な派
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閥
ばつ

が資金力を背景に首相の座をめ
ぐって互いに争い，中選挙区制

➡p.70
においては各選挙区でそれぞれの

派閥を代表する自民党候補が互いにしのぎをけずった。派閥とは
一種の「党

とう

内
ない

党
とう

」であり，政策的な違いとともに人脈の違いによっ
て分かれていた。派閥は政治家の発掘や養成，政治資金の獲得な
どの役割も果たし，派閥中心の政治は，党内に多様な意見の存在
を可能にした面もあるが，同じ政党内で選挙を戦うため，有権者
への「サービス合戦」につながる傾向もあった。そのため，多額の
政治資金が必要となり，カネによって政治が動かされる金権政治
の面が出てきた。その結果，ロッキード事件

1976年
，リ
1988年
クルート事件，

佐
さ

川
がわ

急
1992年

便事件といった金権汚
お

職
しょく

事件が発生することになった。一
方で社会党は，党内対立などから議席数はあまり伸びなかった。
　このように自民・社会両党で党内対立が強かったことにより，
政党間の競争を基本に政策選択と政権選択とを合わせて考えると
いう政党政治の基本があいまいになった面もある。一方で，党内
対立という形で多様な勢力が競い合った面もあり，自民党内の派
閥間の政権移

い

譲
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（「擬
ぎ

似
じ

政権交代」）も，政治に一定の緊張感を与え
た。しかし，冷戦が終わり
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，日本の政治を取り巻く環境が大きく

変化していくなかで，55年体制の基
き

盤
ばん

は徐
じょ

々
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にゆらいでいった。
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れた。1993年，宮

みや

沢
ざわ

喜
き

一
いち

内
1991〜93年

閣に対する不信任決議案が可決され，
自民党が分裂し，衆議院議員総選挙を経て，「非自民」連立政権と
して細

ほそ

川
かわ

護
もり

熙
ひろ

内
1993〜94年

閣が成立した。これをきっかけに日本の政党政治
は単独政権から連立政権の時代に入った。細川内閣は選挙制度改
革を中心とする政治改革を行った。1994年には，社会党の村

むら

山
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富
とみ

市
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を首相とする連
1994〜96年
立政権に加わる形で自民党は政権に復帰した。
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滞
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と金
融システム不安の深刻化とともに，経済成長に頼っていた戦後の
日本社会のあり方を改めるという課題が浮上した。行政の無駄を
省く行政改革

➡p.55
が行われる一方で，高齢化が急速に進行するなか，

国民の負担増の問題を先送りすることもできなくなった。
　2000年前後から，自民党は公明党との連立を軸に政権を担った。
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閣は政府によるサービスの一部を民営化するなどの
「構造改革

➡p.124
」路線を打ち出した。これは自民党を，利益誘導を行う

政党から「小さな政府
➡p.85
」をめざす政党に変えようとする動きでも

あった。「郵政民営化
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」をテーマに2005年の衆議院議員総選挙で

自民党は圧勝したが，2007年以降は参議院では野党が多数とな
る「ねじれ現象」により，内閣提出の重要法案の参議院での否決な
どが相

あい
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つ

ぎ，短命な内閣が続いた。
　「構造改革」路線に対しては，急激な改革が格差の拡大をまねい
たなどの批判もあり，2009年の衆議院議員総選挙の結果，民主
党を中心とした鳩

はと
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やま
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閣が成立し，政権交代が実現した。
しかし，2010年の参議院議員通常選挙後に再び「ねじれ現象」が
生じた。その後，マ

manifesto
ニフェスト（政権公約）で明示した政策の実現

に失敗したことや，東
2011年
日本大震災・原発事故への対応などについ

て，民主党などの政権運営への不満が高まった。そして，2012
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2011〜12年
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明党と協力して決定したが，2012年の総選挙で民主党は惨
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再び自民党と公明党の連立による第

2012〜20年
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倍
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晋
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内閣が成立した。
それ以降，「一強多弱」といわれるほど野党の勢力が弱く，自民党
内でも首相のリーダーシップが強くなり，集権化が進んだ。
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追い込まれた。
❻�佐川急便事件　東京佐川急便によ
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6細川政権下の政治改革
これらの政治改革にはどのよ

うな長所と課題があっただろうか。

❽�少数与党　その後，2024年の衆議
院議員総選挙，2025年の参議院議
員通常選挙で与党は議席を大きく
減らし，衆参ともに少数与党の状
態となった。法律や予算の議決に
野党の協力が必要となるなど，政
権の運営は不安定になっている。

5

10

15

20

25

30

5

10

15

68 第�1�章　現代日本の政治 69�4�節　現代政治の特質と課題

政経_1-1-4_P066-077_R8_1002.indd   68-69 2025/10/02   12:25

番号9

番号10

番号 10

番号 12

番号 11

番号 11



番号 原文 訂正文

別紙　　　3 図書の記号・番号 政経 701

30

10年間で国民所得を2倍にするという国民所得倍増計画を立て，
経済成長策を積極的に推進した。1968年には日本のGNP

➡p.102
が西

ドイツ（当時）を抜いて資本主義国第2位となり，日本はアメリカ
に次ぐ「経済大国」になった。
　国際経済への復帰も進み，貿易，為

か わ せ

替，資本の自由化が段階的
に推

お

し進められた。1963年にG
ガ ッ ト

ATT1
➡p.211

1条国，1964年にIMF
➡p.211
8条

国へ移行し，同年には，OECD
➡p.217
（経済協力開発機構）への加盟を果

たした。また，1967年には資本の自由化が開始された。
　高度経済成長を可能にした要因はさまざまである。戦後の政治・
経済における制度面での諸改革，安くて質の高い労働力の豊富な
存在，日本国民の高い貯蓄率などがあげられる。IMF‒GATT

➡p.211
体

制下での自由貿易の進展，世界的な好況，原油価格の安定など，
国際的な経済環境が良好であったことも幸いした。
　また，企業の設備投資

➡p.91
意欲が旺

おう

盛
せい

で，製造業では，欧米の先進
技術が積極的に導入された。設備の大型化と工程の一貫化が進め
られて，「規模の経済

➡p.86
」が追求されるとともに，石油化学や鉄鋼産

業では各地に関連産業を集めたコンビナートがつくられ，「集積
の経済」が追求された。
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　高度経済成長は日本を「経済大国」に引き上げたが，急速な変化
は新たな課題を社会にもたらした。地方から都市への人口流出が
続き，農村や山間部で過

か

疎
そ

化が進行した。過密化する都市では，
騒
そう

音
おん

，大気汚
お

染
せん

，光化学スモッグなどの公害
➡p.128
が発生し，生活環境

を著しく悪化させた。このようななか，人々の生活にとって安定
や安全がより重要なものとなりつつあった。

高度経済成長
から安定成長へ

1970年代に入ると，それまでの過
か

剰
じょう

投資
に労働力不足が加わって，企業の設備投資

は鈍
どん

化
か

し，成長率も低下し始めた。そこに起こったのが1973年
の第一次石油危機（オイル・ショック）である。第四次中東戦争

➡p.246
を

機にO
オ ペ ッ ク

PEC（石油輸出国機構）
➡p.217

が原油価格を一挙に4倍に引き上げ
ると，その影響はたちまち世界中に波

は

及
きゅう

し，多くの国々で，原油
価格の高

こう

騰
とう

によってインフレーションが起こり，不況と物価上昇
が同時に進行するスタグフレーション

➡p.104
が生じた。日本の経済成長

も減速し，1973年から第
1979年
二次石油危機を経て1980年代前半に

至る10年間の平均成長率は約4％にとどまった。こうして高度
経済成長は終わり，日本経済は質的転換を迫

せま

られることになった。
　政府は国民生活の質的向上と持続的な経済成長を両立させる
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❾  GATT11条国，IMF8条国　GATT
11条国は，国際収支の悪化を理
由に輸入の数量制限ができない
国。IMF8条国は同様の理由で為
替制限ができない国。

10 資本の自由化　日本は戦後，外資
法と外

がい

為
ため

法（外国為替及
およ

び外国貿
易法）によって国際間の資本取り引
きを厳しく制限していたが，OECD
加盟後の1967年以降，自由化を段
階的に進めていった。
11貯蓄率　国民所得に占める総貯蓄
の割合。

12  企業の設備投資意欲　ある産業で
の投資が直接・間接に他産業での
投資を誘発する様子は「投資が投
資をよぶ」とよばれた。
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物価上昇は経済に混乱をもたらし，
狂乱物価（➡p.104）とよばれる事
態も起こった。
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10年間で国民所得を2倍にするという国民所得倍増計画を立て，
経済成長策を積極的に推進した。1968年には日本のGNP

➡p.102
が西

ドイツ（当時）を抜いて資本主義国第2位となり，日本はアメリカ
に次ぐ「経済大国」になった。
　国際経済への復帰も進み，貿易，為

か わ せ

替，資本の自由化が段階的
に推

お

し進められた。1963年にG
ガ ッ ト

ATT1
➡p.211

1条国，1964年にIMF
➡p.211
8条

国へ移行し，同年には，OECD
➡p.217
（経済協力開発機構）への加盟を果

たした。また，1967年には資本の自由化が開始された。
　高度経済成長を可能にした要因はさまざまである。戦後の政治・
経済における制度面での諸改革，安くて質の高い労働力の豊富な
存在，日本国民の高い貯蓄率などがあげられる。IMF‒GATT

➡p.211
体

制下での自由貿易の進展，世界的な好況，原油価格の安定など，
国際的な経済環境が良好であったことも幸いした。
　また，企業の設備投資

➡p.91
意欲が旺

おう

盛
せい

で，製造業では，欧米の先進
技術が積極的に導入された。設備の大型化と工程の一貫化が進め
られて，「規模の経済

➡p.86
」が追求されるとともに，石油化学や鉄鋼産

業では各地に関連産業を集めたコンビナートがつくられ，「集積
の経済」が追求された。
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　高度経済成長は日本を「経済大国」に引き上げたが，急速な変化
は新たな課題を社会にもたらした。地方から都市への人口流出が
続き，農村や山間部で過

か

疎
そ

化が進行した。過密化する都市では，
騒
そう

音
おん

，大気汚
お

染
せん

，光化学スモッグなどの公害
➡p.128
が発生し，生活環境

を著しく悪化させた。このようななか，人々の生活にとって安定
や安全がより重要なものとなりつつあった。

高度経済成長
から安定成長へ

1970年代に入ると，それまでの過
か

剰
じょう

投資
に労働力不足が加わって，企業の設備投資

は鈍
どん

化
か

し，成長率も低下し始めた。そこに起こったのが1973年
の第一次石油危機（オイル・ショック）である。第四次中東戦争

➡p.246
を

機にO
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PEC（石油輸出国機構）
➡p.217

が原油価格を一挙に4倍に引き上げ
ると，その影響はたちまち世界中に波

は

及
きゅう

し，多くの国々で，原油
価格の高

こう

騰
とう

によってインフレーションが起こり，不況と物価上昇
が同時に進行するスタグフレーション

➡p.104
が生じた。日本の経済成長

も減速し，1973年から第
1979年
二次石油危機を経て1980年代前半に

至る10年間の平均成長率は約4％にとどまった。こうして高度
経済成長は終わり，日本経済は質的転換を迫

せま

られることになった。
　政府は国民生活の質的向上と持続的な経済成長を両立させる
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❾  GATT11条国，IMF8条国　GATT
11条国は，国際収支の悪化を理
由に輸入の数量制限ができない
国。IMF8条国は同様の理由で為
替制限ができない国。
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11貯蓄率　国民所得に占める総貯蓄
の割合。
12  企業の設備投資意欲　ある産業で
の投資が直接・間接に他産業での
投資を誘発する様子は「投資が投
資をよぶ」とよばれた。
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態も起こった。

1戦後日本経済の歩み（内閣府資料ほか）
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